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会 員 数 役員 人 団体会員 団体 個人会員 人 有給職員 人

年 会 費 団体／ 個人／

財 政 基本財産／ 年間事業費／ 1,773億円(資金協力･管理費を除く)

2003年10月1日 4月1日から3月31日まで

独立行政法人

（独）国際協力機構東北支部 JICA東北

Japan Internatonal Cooperation Agency Tohoku Branch

支部長 村瀬　達哉

事 務 局

〒980-0811

仙台市青葉区一番町4-6-1　仙台第一生命タワービル20階

(022)223-5151 (022)227-3090

jicathic@jica.go.jp

http://www.jica.go.jp/tohoku/index.html

主 な 事 業

１．研修員受入事業及び青年研修事業
　JICA東北では、大学や民間企業の協力を得て、開発途上国からの研修員を受け入れて技術
研修を行っています。2015年度は、農業・農村開発、教育、医療などの分野で370名以上に
対して研修を行っています。また、青年研修事業では、各県の自治体や団体の協力を得て、開
発途上国で将来の国づくりを担う青年たちに対する専門分野についての基礎的な研修を行って
います。

２．震災復興支援
　①被災地の取り組みに関する海外からの視察･研修の受け入れ（2011年度からの実績累計
約4,000名）、②インドネシアと東松島市、フィリピンと気仙沼市、フィリピンと東松島市、
カンボジアと多賀城市、トルコやペルーと仙台市など、相互の復興に貢献する協力プロジェク
トの実施、③日本や世界で復興支援と地域活性化を支える復興人材の育成を行っています。ま
た東松島市とともにフィリピンでの台風ヨランダの災害緊急復旧復興支援を実施しています。

３．開発教育支援事業
　開発教育支援事業では、開発途上国で起こっている課題が自分達の暮らしと密接に関係して
いることに気づき、解決に向けて考え、ひいては行動を起こすことを目的に、①開発途上国や
国際協力・国際理解教育に関心のある学校などからのご依頼に応じて、JICAボランティアの
経験者・JICA職員を講師として派遣する「国際協力出前講座」②JICA東北への「訪問学習プ
ログラム」③開発途上国の現場を10日ほどで視察する「教師海外研修」④中高生を対象にし
た「国際協力エッセイコンテスト」⑤1泊2日で国際協力について議論を交わす「高校生国際
協力実体験プログラム」等の事業を提供しています。

４．民間連携事業
　JICAは、ODA事業の実施で得た強み（途上国政府とのネットワークや信頼関係、途上国事
業のノウハウ）を最大限生かし、開発途上国への海外展開を検討されている民間企業の支援を
行っています。企業の規模、事業の目的等により、中小企業連携促進基礎調査、中小企業海外
展開支援事業（案件化調査、普及・実証事業）、開発途上国の社会・経済開発のための民間技
術普及促進事業、海外投融資、協力準備調査（PPPインフラ事業、BOPビジネス連携促
進）、民間連携ボランティア制度などをご利用頂けます。

５．草の根技術協力事業
　草の根技術協力事業は、日本のNGO、大学、地方自治体、公益法人等の団体が企画した開
発途上国でのプロジェクト（専門家派遣による技術指導や日本での研修員の受け入れなど）を
JICAが支援し、共同で実施する事業です。2016年度は東チモール、ルワンダ、マレーシ
ア、ウズベキスタン、ブータン、トルコ、フィリピン、ザンビア、インドネシア、マラウイ、
カンボジア、ベトナムでプロジェクトを実施しています。

６．JICAボランティア
　JICAボランティア（青年海外協力隊、シニア海外ボランティア、日系社会青年ボランティ
ア、日系社会シニア・ボランティア）は、様々な分野の知識や技術を活かし、開発途上国の発
展に貢献したいという方々を派遣し、支援をする事業です。JICA東北では、より多くの方に
参加いただくための広報や募集説明会を行っています。2016年8月31日現在で、43名の宮
城県出身のJICAボランティアが世界で活躍しています。

一 言 Ｐ Ｒ

JICA東北は、2016年5月に仙台第一生命ビルの15階から20階へ移転しました。移転と共
に、JICAプラザを拡張し、これまでよりも積極的に、セミナーやイベント、ワークショッ
プ、展示などを行っています。是非、お気軽にお立ち寄りください。

設 立 目 的

円 円

千円

JICAはODA（政府開発援助）の実施機関として、開発途上国の自立かつ持続的発展を支援す
る目的で設立された独立行政法人です。


